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Ⅰ．自治体病院の現状
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出典：厚生労働省「医療施設動態調査（令和6年2月末概数）」を基に作成

全国の病院に占める自治体病院の割合

911病院 216,814床

11.2% 14.6%

全病院数

8,110

全病床数

1,481,903

※ 総務省自治財政局準公営企業室

地方公営企業法適用病院・地独法病院：853病院、
病床数：202,765床（令和6年1月作成資料より） 3



公立・公的病院の機能

一般医療

①～⑤の機能は、山に例えるならば、山の頂上ない
しは、崩れ落ちそうな急峻な領域となり、裾野とな
る一般医療なくしては、山＝医療として成り立たた
ず、不採算医療、政策医療など施行できる状況には
ない。経営的にも今以上の悪化につながる。

公立病院等で
なければ担えない
医療機能への重点化

① 高度急性期や急性期機能

② 山間へき地・離島など民間医療機関の立地
が困難な過疎地等における一般医療の提供

③ 救急・小児・周産期・災害・精神などの不
採算・特殊部門に関わる医療の提供

④ 県立がんセンター、県立循環器病センター
等地域の民間医療機関では限界のある高
度・先進医療の提供

⑤ 研修の実施等を含む広域的な医師派遣の拠
点としての機能 など

出典：厚生労働省「第19回 地域医療構想に関するWG」
配布資料より抜粋
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出典：総務省自治財政局準公営企業室 作成資料（令和6年1月） 5



6出典：総務省自治財政局準公営企業室 作成資料（令和5年4月）



7出典：総務省自治財政局準公営企業室 作成資料（令和6年1月）
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出所）令和4年度地方公営企業年鑑

注）令和4年4月1日から令和4年6月30日の東京都立病院を含む。

公立病院の病床利用率の推移（病床種別）



9出典：総務省自治財政局準公営企業室 作成資料（令和5年4月）



Ⅱ．地域医療構想をめぐる課題
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医師養成・
需給・偏在

医療従事者
不足

働き方
改革

新たな
地域医療構想

新専門医制度・
総合診療医

AI・
ICT・
医療DX

国民皆保険・
診療報酬制度と

DPC

消費税
・損税

医薬品・
医療用品の

サプライチェーン

医療のかかり方
住民への啓発

かかりつけ医機能
地域医療支援病院

紹介受診重点医療機関

医療の質
と安全

地域包括
医療・ケア

医療界を取りまく課題等

機能分担・連携
再編・統合

新型コロナ
ウイルス
（新興）
感染症

医療政策立案・
審議・社保審・

中医協
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ポストコロナ時代の持続可能な医療提供体制構築と
健康づくり推進に向けた提言（全国知事会、令和4年7月29日）

１ 地域の実情を踏まえた
医療提供体制の構築

２ 医療人材の確保、
医師の働き方改革

３ 健康長寿社会の実現に向けた、
生涯にわたる健康づくりの推進

(1) 生活習慣病予防対策の
更なる推進について

(2) 地域包括ケアシステムの
深化について

出典：北海道医療新聞、令和4年８月22日掲載
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人口ビジョン2100 －安定的で、成長力のある「8000万人国家」へ－

出典：人口戦略会議 公表資料より抜粋（令和6年1月）



組織名 日本創生会議 人口戦略会議

公表 2014年 2024年

期間 2010～40年 2020～50年

消滅可能性自治体※ 896 744
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令和6年・地方自治体「持続可能性」分析レポート
‐新たな地域別将来推計人口から分かる自治体の実情と課題‐

出典：人口戦略会議 公表資料（令和6年4月）を基に作成

※ 30年間で20～39歳の女性が半減以下となる
自治体は「消滅可能性」があるとしている

見かけ上は、150程度の減少と
なっているが、人口戦略会議は
外国人住民の増加が要因で少子
化自体には歯止めがかかってい
ないとみている

1,729自治体

自立持続可能性自治体：65

ブラックホール型自治体：25 社会減対策

消滅可能性自治体：744 自然減対策・社会減対策

その他の自治体：895

100年後も若年女性が多く残る

人口流入が多いものの出生率が低い

自然減対策：出生率の向上

社会減対策：人口流出の食い止め

・新しい地域コミュニティの形

・暮らしやすさ

・働きやすさ



1.地域医療構想（2025年まで）／新たな地域医療構想（2040年を見据えて）①

15

従来の地域医療構想

⚫ 地域ごと（日常診療圏～2次医療圏）の医
療・介護の実情・将来予測に基づく新たな
構想

⚫ 地域の病々・病診連携、医療・介護連携

外来、在宅、訪問診療、高齢者救急対応、
かかりつけ医機能の活用

⚫ 医療DXの活用

クラウドネイティブ化、HL7 FHIR、
ICTの共通化、相互支援体制、救急対応
サイバーセキュリティ

⚫ 医師、医療・介護従事者の確保、養成

病院・病床の
削減・整備

地域病院機能の
分化・連携

新たな地域医療構想



16

新たな地域医療構想：2040年を見据えて

○ 在宅、介護、在宅医療、医療・介護連携の検討

→ 医療圏の見直し（日常生活圏→2次医療圏）、地域ごとの病院・診療所、
介護施設等の役割・連携体制

○ 地域ごとの医療・介護の現状、2025～2040年以降の需要に即した最適な対応策を検討

→ 最新情報の適切な活用、必要機能・需要の定量的明確化、資源の有効活用

→ 就労人口減、高齢者増、医師不足、医療・介護従事者不足、
5疾病6事業ごとに適合した体制の構築

→ 医療・介護従事者の確保対策（偏在対策、専門医・総合医等養成のあり方）

○ 診療所、公・民の様々な病院、介護関係、行政（医療と介護分野）

→ かかりつけ医機能、働き方等

→ 機能分化・連携・支援体制

→ 高齢者救急、夜間・休日の対応

→ 医療・介護DXの活用

○ 目標・計画・実現に向けた体制強化

→ 新たな日常診療圏の設定

→ 地域ごとの最新・最適な診療情報、介護情報の活用

→ イニシアティブを発揮する中心的進行役の設置（都道府県、市町村？）

→ 余裕ある医療・介護体制、専門職の育成・派遣体制・連携体制、DX活用

1.地域医療構想（2025年まで）／新たな地域医療構想（2040年を見据えて）②



新たな地域医療構想のあり方 ‐地域医療への最適解を目指して‐

⚫ 信頼性の高い最新データに基づいた地域の医療・介護体制
（現状、将来）

⚫ 地理的条件、各医療圏の人口動態に基づく医療・介護需要
の把握

⚫ 2次医療圏の見直し

⚫ 日常診療圏や疾患ごとに圏域を広域化・集約化、5疾病・6
事業ごとの圏域の設定 など

⚫ 行政との関係

⚫ 余裕のある病床機能、外来、介護連携 など

公立・公的・民間の関係なく“地域医療が最もうまくいくか”
という視点での検討が必要
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地方における医療の現状・課題

病院

○ 医師の高齢化、後継者不足による閉院

→ 診療所数、機能の減少

→ かかりつけ医機能発揮困難

○ 医療従事者の確保困難

1次医療、初期救急対応不足、連
携・介護支援体制不足

診療所

○ 医師の不足、偏在、特定領域専門医の不足、
総合医不足、医療従事者不足

〇 病院機能の集中、統廃合
分化・連携、逆紹介

〇 マルチモビディティ高齢者

→ 1つの病院で全疾患診療を希望

困難

地域の中核病院での診療、機能分化、
連携困難

紹介・逆紹介困難

かかりつけ医、主治医機能の維持

療養・介護

○ 患者減少、医師・スタッフ不足、病院の減少
→ 小規模、療養病院化

〇 介護施設不足・人材不足

施設不足、人材不足、支援体制不備、
情報共有・活用不足



所在地人口規模別で見た公立病院内での地域医療支援病院の割合
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支援病院 非支援病院

　総数 861 224 637

100万人以上 55 30 25

50万人以上100万人未満 36 18 18

20万人以上50万人未満 116 61 55

10万人以上20万人未満 108 53 55

5万人以上10万人未満 159 36 123

5万人未満 387 26 361

【人口規模】 総数

出典：全自病協雑誌 第60巻 2021年 第12号「自治体病院における地域医療支援病院の指定状況等について」
-当協議会でまとめた統計データおよびアンケート調査の結果から-（公益社団法人 全国自治体病院協議会）

54.5%

50.0%

52.6%

49.1%

22.6%

6.7%

45.5%

50.0%

47.4%

50.9%

77.4%

93.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100万人以上

50万人以上100万人未満

20万人以上50万人未満

10万人以上20万人未満

5万人以上10万人未満

5万人未満

支援病院 非支援病院



30.2

385.4
415.7

8.2

66.2 74.3

平均病院数 平均診療所数 平均病＋診

地域医療支援病院あり

（n=252)

地域医療支援病院なし

(n=83)

地域医療支援病院の有無で見た二次医療圏内の病院数・診療所数
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二次医療圏

平均人口（人）
473,566 93,446

【参考】
地域医療支援病院あり

（n=252)

地域医療支援病院なし

(n=83)

出典：全自病協雑誌 第60巻 2021年 第12号「自治体病院における地域医療支援病院の指定状況等について」
-当協議会でまとめた統計データおよびアンケート調査の結果から-（公益社団法人 全国自治体病院協議会）



地域医療支援病院の指定を取得できない（取得しない）理由
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（病院） （％） （病院） （％） （病院） （％） （病院） （％）

45 37 82.2 13 28.9 12 26.7 12 26.7

200床台 17 14 82.4 7 41.2 6 35.3 6 35.3

300床台 18 17 94.4 3 16.7 4 22.2 4 22.2

400床台 8 6 75.0 3 37.5 2 25.0 2 25.0

500床以上 2 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

地域の医療従事者に

対して研修を行うこ

とができない

（行っていない）

紹介率・逆紹介率

が足りない

救急医療の提供が

不足

全 体

建物、設備、機器等

を地域の医師などが

共同利用できる体制

が未整備

【病床規模別】
回答

病院数

※ 500床以上で回答のあった2病院については特定機能病院に指定されている

注：地域医療支援病院の指定なしとした場合のみ回答

（複数回答可）

出典：全自病協雑誌 第60巻 2021年 第12号「自治体病院における地域医療支援病院の指定状況等について」
-当協議会でまとめた統計データおよびアンケート調査の結果から-（公益社団法人 全国自治体病院協議会）



（病院） （％） （病院） （％） （病院） （％） （病院） （％）

37 21 56.8 26 70.3 11 29.7 4 10.8

200床台 14 9 64.3 10 71.4 5 35.7 2 14.3

300床台 17 9 52.9 10 58.8 4 23.5 1 5.9

400床台 6 3 50.0 6 100.0 2 33.3 1 16.7

500床以上 0 0 － 0 － 0 － 0 － 

【病床規模別】

地域周辺に紹介を受け

る、あるいは逆紹介依

頼可能な医療機関が少

なく、自院がかかりつ

け医機能を担っている

患者が紹介状を持たず

に受診することが多

い、あるいは転院を望

まないケースが多い

圏域内または近隣に既

に地域医療支援病院が

あり、そのような役割

を担っていない

その他

全 体

回答

病院数

紹介率・逆紹介率が足りない理由
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注：指定を取得できない理由で紹介率・逆紹介率が足りないと回答した場合のみ回答

（複数回答可）

出典：全自病協雑誌 第60巻 2021年 第12号「自治体病院における地域医療支援病院の指定状況等について」
-当協議会でまとめた統計データおよびアンケート調査の結果から-（公益社団法人 全国自治体病院協議会）

【その他の内容】

• 高齢者が多く、疾患が多岐にわたっている患者さんが多いため、患者さん自身が、疾患ごとに異なるクリニックにかかるの
ではなく、１つの病院で済ませたいとの希望が多い。

• 公立病院としての役割は担っているが、近隣に地域医療支援病院がある。

• コロナ開始前は、紹介率・逆紹介率の要件のクリアに向けて、病院全体で取り組み、申請を挙げられる状況にまで到達した
が、令和2年4月にコロナ専門病院となったことで、一時期、全ての外来診療ならびに急性期入院を休止したことで、特に紹
介患者は激減となった。



2.かかりつけ医機能

○ かかりつけ医、かかりつけ医機能：定義と制度整備

○ 医療提供体制とシステム改革

• フリーアクセス、国民の理解

• プロフェショナルオートノミー、働き方改革

• 医療の分担と連携、地域医療構想、

地域包括ケアシステム 地方圏域と都市圏域の医療体制の違い

• 夜間・休日・救急体制：初期救急医療機関としての役割、グループ診療システム

• 在宅医療と介護連携体制、在宅療養支援診療所／病院

• 医療DXの推進と活用

• かかりつけ医の認定・教育・養成システム

• 評価・推進システム 認定制度？ 診療報酬差異導入？
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Ⅲ．今後の展望
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今後の展望①

⚫ 大都市圏を除き少子高齢化、人口減が進み、地域縮小の流
れが止まらず、地域間格差が拡大するこれからの地域医療
にあっては、自治体病院は再編・統合、経営形態の見直し、
経営の効率化、機能分担と連携体制の確立が必要となる。

⚫ 疾病構造の変化、医療ニーズの変化に対応した自院の役割
の明確化、地域に適合した医療提供体制の構築が求められ、
効率的運営、財政の健全化、働き方改革、様々な人材の確
保が必須となり、医療DXの活用が不可欠となる。

⚫ 感染症のパンデミック期には、感染症に対応可能な病院施
設、医療機能に加え、教育された専門的人員の配置や、地
域内の機能分担、連携体制の確保、情報の瞬時の把握や活
用が不可欠。
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今後の展望②

⚫ 総務省からは持続可能な地域医療体制を確保するために、
公立病院経営強化ガイドラインの策定、公立病院の機能分
化と連携、基幹病院への急性期機能の集約と医師・看護師
等の確保、その他の病院は地域密着型病院として回復期、
初期救急を担い、両者間での連携強化、人材派遣の実施が
求められている。

⚫ 今後、効率的で機能的、持続可能な地域医療を提供するに
は、住民、行政、公私病院団体、関係者が一体となって、
地域の実情に即したかかりつけ医機能、地域包括ケアシス
テムと在宅医療・介護システムを推進し、機能分担と連携
システムを確立する必要がある。

⚫ 精神科医療については、抜本的な改革を行い、一般医療と
一体的に施行する体制整備が必要。
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今後の高齢者医療のあり方①

⚫ 地域に必要とされ、地域の現状、今後に適合する医療・介
護体制の構築。

⚫ 地域医療構想に基づく医療機能の集約化と機能分担、連携
体制の推進（集中すべき高度急性期大規模病院と、地域密
着型の救急・一般病院、回復期、慢性期病院、在宅医療、
診療所、介護、療養施設等の役割、連携のあり方）。

⚫ 高齢者の尊厳に配慮し、マルチモビディティ、QOL、
ACPや患者・家族の思いを尊重した医療・介護の展開（地
域包括ケアシステム、かかりつけ医機能の強化・活用）。

⚫ 在支診や在支病、地域密着型病院、地域包括ケア病棟
（室）等の機能を高め、医療機関同士や介護施設間との実
のある相互支援・連携体制の確立。
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今後の高齢者医療のあり方②

⚫ 同一組織により急性期から回復期、慢性期、在宅医療まで総合的に取組
み、介護、老人保健施設等も一体的、複合的に展開する方式の拡大。

⚫ 行政や医療機関、消防、支援センター、居宅、介護、療養施設等を繋ぐ
地域に密着した一元的情報の共有システムと円滑な利活用体制（地域内
の空き病床や疾患別受入れ可能人数、要支援内容等の把握、対応システ
ム等）。

⚫ 地域の中で人材の確保、育成・教育に務め、経済活動の分野でも役割を
発揮して、地域の活性化に貢献。

⚫ 物価高騰、人材確保、処遇改善、医療DXや他の事業推進に係る財源の確
保と、診療報酬、介護報酬制度に規定される基準をクリアーする施設整
備（時には取得できない項目もあるが、地域に必要なものは継続）。

などが、これからの高齢者医療に向けては避けて通れない課題として挙げら
れよう。まさしく人・物・金・情報・技術・体制の効果的、効率的活用が、
持続可能な高齢者医療・介護システムを堅持するために必要と考えられる。
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